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鉄道事業者 A B C D E F G H I J K 割合 遅延対策との関係性
駅改良 ホーム上屋設置 〇 〇 〇 27% 雨天時の乗客分散
ホーム拡幅 〇 〇 〇 〇 36% ホーム上混雑の緩和
柱の化粧取り外し 〇 9%
階段増設 〇 〇 〇 〇 36% 利用者の乗降扉を分散
ホーム増設 〇 〇 〇 〇 36% 整列客の分散，走行時間短縮
コンコース増設 〇 〇 〇 27% ホーム上混雑の緩和
ベンチの移設 〇 9% ホーム上混雑の緩和
車両 多扉車両 〇 〇 18% 乗降人数の分散
ワイドドア車両 〇 〇 18%
幅広車両 〇 〇 〇 27% 車内面積を増やし混雑緩和
戸ばさみ検知機能 〇 〇 〇 〇 36% 扉の再開閉防止
長編成化 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55% 車内混雑の緩和
中間車改造 〇 9% 中間車の運転台を撤去し車内面積増
発車合図の工夫 〇 〇 〇 〇 36% 確認時間短縮
ホーム整理員増員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55% 押し込みや乗車抑制
季節で整理員増員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55%
列車停止位置変更 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% ホーム上の流動改善
車両運用の工夫 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 73% 高性能車両をピーク時に集中投入
旅客整列方法の工夫 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% 乗降時の交錯を防ぐ
路線 複々線化 〇 〇 〇 〇 36%
部分複々線化 〇 〇 〇 〇 〇 45% 単線路線の駅部複線区間を延伸
連続立体交差(道路施策) 〇 〇 〇 〇 36%
安全側線 〇 〇 18% 待避駅での本線信号現示向上
平面交差解消 〇 〇 〇 〇 36%
曲線改良 〇 〇 〇 27% 制限速度の緩和
分岐 分岐器改良 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% 制限速度の緩和
信号 ATSから改良 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55%
終端部改良 〇 〇 18% 制限速度の緩和
信号現示見直し 〇 〇 18%
定位置停止装置(TASC) 〇 〇 〇 27% 停車時の速度制御の自動化
閉そく割の分割 〇 〇 〇 〇 36%
駅間最高速度の見直し 〇 〇 18%
ATO化 〇 9%
車両 高速域の加速力向上 〇 〇 〇 〇 36%
低速域の加速力向上 〇 〇 18%
先頭M台車 〇 9% 分岐通過時の切替時間短縮
踏切 降下タイミング変更 〇 〇 18%
運転方法の工夫 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55% 先行列車に近づける
技術の向上 〇 〇 〇 〇 36% 運転技術の統一化も含む
途中駅どまりの列車削減 〇 9% 折返線への分岐転換時間短縮
優等列車の格下げ 〇 9% 需要の分散
ダイヤを寝かす 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% ダイヤ上の余裕時間を増やす
待避パターンの変更 〇 〇 〇 27% 優等列車の混雑集中を防ぐ
秒単位での発車時刻調整 〇 〇 〇 27%
通過待ち列車に余裕時間を付与 〇 9% 待避駅で遅延を吸収
最混雑時間帯の列車本数削減 〇 9%
停車時間を短めにしたダイヤ設計 〇 9% 停車時間の遅延を走行時間で吸収
オフピーク利用の推進 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55%
オフピーク時に優等列車増発 〇 〇 〇 27%









































































































































































































況を “knock-on delay”と表現し，knock-on delayの発生が列車の運転間隔に与える影響を確率
的に近似する手法を示している．Higgins and Kozan6)は，遅延現象を表す確率的な連立方程
式を提案し，オーストラリアの郊外路線において大規模シミュレーションから得られた結
































































































着時刻（Preferred Arrival Time: PAT，通常は 0に基準化）に対して，出発時刻 tD並びに到着
時刻 aのもとで下記に示す直接効用関数（利用者選好） 1を仮定する．
U = −δC − α(a − tD) − βmin(0, a) − γmax(0, a) − θDL (2.1)
ここで，α:旅行時間 (T = α−tD)の限界効用，β:早着時間 (Schedule Delay Early: SDE := min(0, a))
の限界効用，γ: 遅着時間 (Schedule Delay Late: SDL := max(0, a))の限界効用，θ: 遅刻ダミー
DL := 1(a > 0)の限界効用である（符号はいずれも正）．なお，項 “−θDL”は含まれない場合
もある．
ここで，旅行時間 T がある確率分布に従うと仮定して期待効用 EU∗を求めると，次式が
導かれる34),35)．
EU∗ = −δC − αE[T ] − βE[SDE] − γE[SDL] − θPL (2.2)
1交通経済学では “α − β − γ preference”と呼ばれることもある．
13
ここで，PLは最適遅着確率 (Optimal Probability of Being Late)36)と呼ばれる．この期待効用関
数を離散選択モデルで解くことによりスケジュールコストに関する各パラメータが推定で
き，時間帯別の選択確率を求めることができる．
定式化した式を用いて S DE と S DLの関係性を調べると，Bates et al.36) では S DE = 0.56
£/min < S DE = 1.13£/min，Hollander37) では S DE = 0.56 £/min < S DE = 1.13 £/minのように，
























































































































































































各停 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
準急 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●
































































































































































































































扉番号 40 39 38 37 36 35 34 33 32 31 30 29 28 27 26 25 24 23 22 21 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11 10 9 8 7 6 5 4 3 2 1
階段 ○ ○ ○
○
○
狭隘箇所 ○ ○ ○ ○
階段の裏側 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
8 6 7 4 6 8下流駅昇降設備
数(延べ数)
9 6 4 5

































7 3 2 0上流駅昇降設備
数(延べ数)
1 0 2 4 9 5






































































































































































































































る．勾配抵抗が加減速に与える影響は，例えば 2km/h/sの加速度（図 3.12の場合約 65km/h）
のときに 10パーミルの上り勾配があると加速度は約 16%減少する．曲線抵抗 rcは吉武54)よ











列車長 200m 対象路線に合わせ20m× 10両編成






加速を停止する速度 (制限速度- 3( km/ h) ) 運転曲線作成基準より

















































V0 + (aacc − 0.035i)t 加速のとき
V0 + (−0.035i)t 惰行のとき
V0 + (adcc − 0.035i)t 減速のとき
(3.2)













































































































する．計測方法は前方 180度を 30度ごと 7分割し，それぞれの方向に対して 20cmから
200cmまで 20cm刻みに前方の他の旅客数をカウントする．20cm刻みとしたのは，個
人のパーソナルスペースの分類やシミュレーションの計算負荷を踏まえて決定した．
















































































































Rule2: 発生駅が鷺沼駅以東の場合には，突発的な停車の規模が 2分以上 4分未満の場合に



























































































































































者が列車 cの扉 kを選択する際の効用関数を式 (3.4)とする．
Vi jck = θ1Dr + θ2ES rdn + θ3ES rup + θ4Brθ5Nr






















置選択行動をおこなう．時刻 tにおける利用者の発生割合を考慮すると，乗車駅 i，降車駅 j









qt:列車到着までの時間 tに発生する利用者の割合（時刻を 15秒ごとに 20分割し 2分 30秒前
を最大とする正規分布を仮定）
WAickt:乗車駅 iで時刻 tに発生した利用者が列車 cの扉 kへの到達可否
qt を正規分布としたのは，一様分布や指数分布などの分布を試した結果，正規分布の推
定結果がもっとも良好であったためである．本研究で取り扱う最小のデータ単位は扉ごと
の乗車人数であり，駅 i j間を移動した個々の行動は把握できないため確率 pi jck を OD交通


















ODi j:駅間 i jの分布交通量












ln P jck × S jck (3.9)
S ick:乗車駅 i，列車 c，扉 kでの実乗車人数
S jck:降車駅 j，列車 c，扉 kでの実乗車人数
3.8.2 パラメータ推定結果
データの存在する田園都市線内の主要駅間の全 301サンプルで推定した効用関数の各パ
















θ1 距離(m) -0.013 -75.9
θ2 下りES 0.222 23.4
θ3 上りES 0.328 41.8
θ4 裏側 -0.133 -16.6
θ5 狭い -0.089 -9.1
θ6 階段利用率 0.652 22.0
θ7 距離(m) -0.0013 -12.7
θ8 下りES -0.148 -7.0
θ9 上りES -0.097 -4.7


































扉番号 40 39 38 37 36 35 34 33 32 31 30 29 28 27 26 25 24 23 22 21 20 19 18 17 16 15 14 13 12 11 10 9 8 7 6 5 4 3 2 1
階段 ○ ○ ○
○
○
狭隘箇所 ○ ○ ○ ○






10 9 8 4 3 2 1
4 6 88 6 7下流駅昇降設備
数(延べ数)

























110 9 8 7 6 5 4 3 2
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範囲は図 3.21と図 3.22と同じ平日 20日間のデータで渋谷駅を 6:30から 9:45に通過する全
列車である．始発駅に近いほど誤差の蓄積が少ないため残差 RMSは小さく，終点に近づく















































図 3.23: 統合モデルの現況再現性 (三軒茶屋断面)































































































中央林間 10.0 17.8 13.2 13.6 16.3 28.6 23.1 22.5 42.3 58.8 75.7 48.3 39.7 45.1 38.3 37.1 47.2 44.0 32.8 60.3
南町田 16.5 15.8 18.0 17.5 31.8 25.7 22.8 43.2 60.0 76.4 49.5 38.8 42.8 36.1 34.9 44.6 42.0 33.4 61.6
長津田 7.0 10.8 19.3 24.1 19.7 24.0 37.3 51.9 65.5 42.3 38.2 47.6 40.4 39.5 50.9 48.5 39.0 61.9
青葉台 9.0 16.0 24.1 19.1 23.3 37.1 52.1 66.2 43.0 37.9 46.6 39.6 38.6 49.7 47.7 38.1 61.0
あざみ野 8.8 27.6 21.8 22.8 38.9 54.0 68.5 44.4 35.3 42.1 35.5 34.4 45.2 43.6 35.1 60.1
鷺沼 33.7 28.5 25.7 44.6 60.0 74.2 49.8 34.9 38.7 33.0 32.0 41.9 41.1 36.0 62.3
溝の口 16.2 32.5 33.6 46.0 61.2 38.5 46.5 58.1 51.2 49.9 60.8 59.7 48.7 65.4
二子玉川 21.9 18.9 34.3 49.4 27.7 40.8 55.7 48.4 46.3 56.1 54.5 40.2 55.1
用賀 24.1 41.1 53.4 32.4 31.2 45.5 39.2 37.2 45.2 43.2 29.5 48.9
桜新町 13.8 30.2 16.9 51.0 69.3 62.1 59.6 67.1 65.5 48.7 54.7
駒沢大学 16.7 25.9 66.9 85.9 78.9 76.2 82.3 80.5 62.7 63.4
三軒茶屋 30.1 69.8 88.9 82.1 79.2 83.8 81.6 64.0 61.9
池尻大橋 50.9 71.3 64.2 61.5 67.6 65.6 49.5 48.9
渋谷 25.4 20.3 18.2 22.5 21.4 21.3 34.9
表参道 9.9 13.0 15.4 18.5 35.3 57.2
青山一 3.7 16.0 16.6 27.8 50.4
永田町 7.5 12.6 29.8 50.9














ら 9:08に通過する 40列車を平日 20日分集計した 800列車を対象に，駅到着時の運転間隔を
求めた．ここでの運転間隔は先行列車の駅到着からの経過時間である．運転間隔を 100秒


































































































































































































































































































































なった．加速度変更による影響は，40km/hまで加速に要する時間が 11秒から 13秒と約 2秒




















図 3.29: データ制約下でのシミュレーションの結果 (渋谷駅)






























図 3.30: データ制約下でのシミュレーションの結果 (到着断面残差 RMS)
54
高速域が多いほどマイナスに蓄積する．















乗降時間 (秒) = 0.895 ∗乗車人数 (人)+ 0.317 ∗降車人数 (人)+ 0.023 ∗混雑率 (%)+ 9.995 (3.10)
































































































は 2010年 11月 15日 ∼12月 17日の平日 21日間である．大都市交通センサスのデータ年次と
そろえるため，3章のシミュレーションシステムの対象路線は同一ではあるが期間が異なる
ことに留意されたい．












中央林間～青葉台 藤が丘～宮崎台 梶が谷～駒沢大学 三軒茶屋～九段下 神保町～押上 総計
中央林間～青葉台 6 20 29 67 25 147
藤が丘～宮崎台 5 36 100 47 188
梶が谷～駒沢大学 12 122 42 176
三軒茶屋～九段下 32 30 62
神保町～押上 2 2
































































• 既往研究56)に倣い，6:00∼9:59の時間帯を 15分毎・計 16の時間帯に離散化して乗車時
刻選択モデルを構築する．なお，選択肢集合については，全ての個人において，16時
間帯ある乗車時刻選択肢すべてを選択可能としている．









応じて実所要時間 (TT )と時刻表所要時間 (TT ′)のいずれかを用いて表現する．
• 通常のスケジューリングアプローチでは旅行時間の変動のみが考慮されるが，本研究
では運行ダイヤから乖離も同時に考慮する．ダイヤからの乖離は，出発遅延時間 (LB)，
到着遅延時間 (LD)，列車乗車中に発生した遅延を示す走行遅延時間 (RD := LD − LB =











Vin = − αE[TTin] − βE[SDEin] − γE[SDLin] − κE[LBin] − θPinL (4.1)
ここで，TT : 実績所要時間（分），S DE: 早着時間（分），S DL: 遅着時間（分），LB: 出発遅
延時間（分），PL: 遅刻確率，α, β, γ, θ, κ: 未知パラメータである．E[・]は期待値演算子を意





次に，式 (4.2)では，(a)時刻表上の所要時間 (TT ′)，(b)到着遅延時間 (LD)を併用した特定
化を行っている．
Vin = − α′E[TT ′in] − βE[SDEin] − γE[SDLin] − νE[LDin] − θPinL (4.2)
ここで，TT ′: 時刻表所要時間（分），LD: 到着遅延時間（分），α′, ν: 未知パラメータである．
実所要時間 (TT )ではなく時刻表上の所要時間 (TT ′)を用いているのは，TT と LDが線形従
属関係にあり多重共線性を起こすためである．
さらに，式 (4.3)では，(a)時刻表上の所要時間 (TT ′)，(b)走行遅延時間 (RD)を併用した特
定化を行っている．
Vin = − α′E[TT ′in] − βE[SDEin] − γE[SDLin] − λE[RDin] − θPinL (4.3)
ここで，RD: 走行遅延時間（分），λ: 未知パラメータである．やはり時刻表上の所要時間
(TT ′)を用いているのは，TT と RDが線形従属関係にあり多重共線性を起こすためである．
列車遅れと所要時間に関する変数間の関係を図 4.5に示す．式 (4.2)ではダイヤからの乖離





































ジット (Multinomial Logit: MNL)モデルに加え，時間的に隣接する選択肢間の誤差相関を考
慮するため，Mixed Logit (MXL)モデル57)を用いて誤差項を構造化する．MXLの場合，個人
nが時刻 iを選択するときの総効用 Uinは，式 (4.4)で表される．
Uin = Vin + ηin + ϵin, ∀i, n (4.4)
ただし，ϵin: 独立かつ同一でスケールパラメータ 1のガンベル分布に従うランダム項，ηin:
選択肢間の相関を表す誤差要素である．








め，zinの要素については，「選択肢 iに対して，i, i + 1番目の要素のみが 1，それ以外は 0」
という特定化を行うこととする．このとき，隣接する出発時刻選択肢 iと i + 1の効用間の
分散は Cov(Uin, Ui+1,n) = s2 (∀i = 1, . . . , 15)で与えられる．他方，隣接していない選択肢間の
効用の共分散は全て 0となる．




i=1 exp(Vin + ηin)
(4.5)




Lin(ηn) f (ηn | s)dηn
ηn は確率変数ベクトルであるため，シミュレーション最尤法によりパラメータ推定を
行う． f (ηin | s)に従う R個の正規乱数（ベクトル）を発生させ，それぞれの乱数の実現値






















差構造 (MNL, MXL)と異なる効用関数特定化 (式 (4.1)∼(4.3))の元で各モデルのパラメータ推




変数 係数 推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値
実績所要時間TT(分) α 0.0991 5.32 0.0991 5.32 - - - - - - - -
時刻表所要時間TT' (分) α' - - - - 0.1083 4.65 0.1084 4.65 0.0994 4.22 0.0997 4.21
早着時間SDE (分) β 0.0339 16.10 0.0340 16.04 0.0342 16.00 0.0342 15.96 0.0360 16.91 0.0361 15.51
遅着時間SDL(分) γ 0.0785 6.73 0.0785 6.73 0.0755 6.64 0.0756 6.64 0.0765 6.71 0.0767 6.69
遅刻確率P L (%) θ 0.0178 6.90 0.0178 6.90 0.0183 7.12 0.0183 7.12 0.0180 7.00 0.0181 6.87
出発遅延LB(分) κ -0.4251 -3.90 -0.4250 -3.90 - - - - - - - -
到着遅延LD (分) ν - - - - 0.0300 0.67 0.0300 0.67 - - - -
走行遅延RD (分) λ - - - - - - - - 0.1132 2.56 0.1137 2.55
誤差要素標準偏差 s - - 0.0237 0.07 - - 0.0187 0.05 - - 0.1180 0.33
初期尤度 -1594.24 -1594.24 -1594.24 -1594.24 -1594.24 -1594.24
最終尤度 -1086.53 -1086.53 -1096.32 -1096.32 -1093.28 -1093.23
修正済み尤度比 0.315 0.315 0.309 0.309 0.311 0.310
サンプル数 575 575 575 575 575 575















































キャリブレーションでは，式 (4.3)の効用の確定項に乗車駅 jと時間帯 i毎の固有定数 AS Ci j
を導入し，乗車時刻選択モデルより推計された時間帯選択比率とカウントデータに基づく






































exp(V2 jn + η2n + AS C2 j)∑
i exp(Vi jn + ηin + AS Ci j)









exp(V3 jn + η2n + η3n + AS C3 j)∑
i exp(Vi jn + ηin + AS Ci j)










exp(V16 jn + η15n + AS C16 j)∑
i exp(Vi jn + ηin + AS Ci j)
rn − S 16 j = 0
(4.7)
ここで，rnは大都市交通センサスマスターデータより求められる個人 nの拡大係数である．
また，iは時間帯， jは駅であり，S 1 j, · · · , S 16 jは，カウントデータに基づく選択比率の実績




肢 1のものに相当）除外した上で，全ての jにおいて最初の時刻選択肢の定数項を AS C1 j = 0
に固定している．式 (4.7)の非線形連立方程式をニュートン・ラプソン法により数値的に解
き，駅・時間帯別に AS Ci jを求めた．AS Ci j導入前後の選択確率を図 4.6，図 4.7に示す．ど





















































































る図 4.10では，郊外の一部地域の始業割合が 20%を超えている．図 4.11の時間帯になると
多くの地域で始業割合が 20%を超えている．特に郊外部では 40%を超えている地域も散見

















































































































































































































































































































































始業時刻 7:30～10:30までを 30分間隔で離散化した 7選択肢の始業時刻選択行動のモデル化
を行う．具体的には，地域別時間帯別の利得関数を構築し，その中に時間集積を表す変数
を導入することで，地域間の相互作用を考慮した始業時刻選択行動を表現する．







πit = αKiLit + βIit　 (4.9)















p jk(8 − |t − k| ∗ 0.5) (4.11)
式 (4.10)の L jは地域 jの労働，di jは地域 i j間の距離 (i = jの場合は 0.5km)である．q jtは，
他地域 jと時刻 tに始業する地域 iとの重複する業務時間を表している（式 (4.11)参照）．本
研究では業務時間を全地域共通に 8時間とし，式 (4.11)の括弧内にて，他地域 jで時刻 kに
始業した場合に時刻 tに始業した企業と重複する業務時間を表現している．また p jkは他地
域 jで時刻 kに始業する割合を表している．したがって，式 (4.11)の値は，始業時刻 t = kか












p jt si j
di j
　 (4.12)
ここで，p jtは他地域 jの始業時刻 tの選択割合，si jは当該地域 iと他地域 jとの経済的な
近接性を示す指標である．di jは地域 i j間の距離 (i = jの場合は 0.5km)とした．これらの変









si j = 1 − (
13∑
n=1
(RMin − IR jn)2) (4.15)
ここで，AINiは地域 iの総収入額，INinは地域 i産業 nの収入額，IRinは地域 i産業 n全産業総
収入額に対する産業別割合，ICmn・pre f は都県 pre f ごとの産業 mから産業 nへの投入係数，
RMinは地域 iの産業 nの生産に必要な原材料を表す．
この指標 si jは，自地域の生産に必要な産業分布が，他地域の産業分布と比較した際の類





























ている疑似最尤法の 1つであるNested Pseudo Maximum Likelihood(以降NPL) 64)を適用する．
NPLは，他者の選択割合の初期値に観測値などを与え尤度関数を定義したものを疑似尤度
として定義し，繰り返し計算を行うことで，疑似尤度を更新しながらパラメータを推定する










i∈J ϕit ln(F(θ, Pit))，(ϕitは実際の選択割合)
とする．推定は以下のステップで行う．
Step1 : Pに初期値 (観測値)P0を与える．
Step2 : 初期値を用いて疑似尤度を最大化するパラメータを推定する．それを θ̂1 = argmaxθLL(θ, P)
とする．
Step3 : Step2で求められたパラメータ θ̂1と P0を用いて，選択割合を算出し， p̂1 = F(θ̂1, P0)
とする．











α1 東京23区 1.010 0.57
α2 政令市と23区隣接市 -1.330 -0.10
α3 市町村 -4.110 -0.24
β1 東京23区 0.421 2.78 *
β2 政令市と23区隣接市 0.587 5.29 *
































































U = −δC − ζE[T ] − ρσT (5.1)













スケジューリングアプローチでは，与えられた希望到着時刻（Preferred Arrival Time: PAT，
通常は 0に基準化）に対して，出発時刻 tD並びに到着時刻 aのもとで下記に示す直接効用
関数（利用者選好）を仮定する．
U = −δC − α(a − tD) − βmin(0, a) − γmax(0, a) − θDL (5.2)
ここで，α:旅行時間 (T = α−tD)の限界効用，β:早着時間 (Schedule Delay Early: SDE := min(0, a))
の限界効用，γ: 遅着時間 (Schedule Delay Late: SDL := max(0, a))の限界効用，θ: 遅刻ダミー
DL := 1(a > 0)の限界効用である（符号はいずれも正）．なお，項 “−θDL”は含まれない場合
もある．
ここで，旅行時間 T がある確率分布に従うと仮定して期待効用 EU∗を求めると，次式が
導かれる34),35)．
EU∗ = −δC − αE[T ] − βE[SDE] − γE[SDL] − θPL (5.3)




































すなわち H(・)は，基準化旅行時間の確率分布 Φと効用パラメータ (β, γ)が与えられれば定










































大化される状況では，a = tD + T が成り立つことが分かる．
このように一般アプローチでは滞在時間の限界効用が時刻に応じて可変的であることを
想定している．Fosgerau and Engelson74)は，限界効用が線形に時変する “Slope Model”の解析
を行っている．Slope Modelでは，H(tD) = β0 + β1tD，W(a) = γ0 + γ1aという特定化がなされ，
直接効用関数（相対値）は，以下のように表される．
U(tD, a) = −δC −
∫ 0
tD






















かし，Xie and Fukuda56)やXiao and Fukuda73)で示されたように，離散選択モデルを用いた実
































着遅延時間 (Lateness at Destination: LD)を説明変数とすることでダイヤからの遅れの影響を
考慮し，Stated Preference (SP)データを用いて旅行者の希望到着時刻 (PAT )に対する早着時
間 (SDE)の限界価値，遅着時間 (SDL)の限界価値，並びに，到着遅延 (LD)の限界価値を推定
している．また Batley and Ibáñez83)は，通勤鉄道を対象に図 5.2に示す旅行時間の構成要素
を考え，平均－分散アプローチのもとで出発時刻選択モデルを構築している．そして，乗
車駅の出発遅延時間 (Lateness at Boarding: LB)と到着遅延時間 (LD)を説明変数とし，SPデー
タを用いて時刻表からの遅れの影響を考慮してモデルの推定を行っている．
以上の鉄道を対象とした旅行時間変動価値に関する既存研究はいずれも SPデータを用い

































早着時間SDE (分) β/α×ω 14.5(円/分)
遅着時間SDL (分) γ/α×ω 30.8(円/分)
遅刻確率P L (%) θ/α×ω 7.3(円/%)




れている時間価値 ω = 40（円/分）を乗じて各旅行時間変動価値を算出することとした．
算出結果を表 5.1に示す．早着時間の 1分減少は 14.5円．同じく遅着時間の 1分減少は 30.8































鉄道事業者 A B C D E F G H I J K 割合 検討
可否
遅延対策との関係性
駅改良 ホーム上屋設置 〇 〇 〇 27% 雨天時の乗客分散
ホーム拡幅 〇 〇 〇 〇 36% ホーム上混雑の緩和
柱の化粧取り外し 〇 9%
階段増設 〇 〇 〇 〇 36% ◎ 利用者の乗降扉を分散
ホーム増設 〇 〇 〇 〇 36% ◎ 整列客の分散，走行時間短縮
コンコース増設 〇 〇 〇 27% ホーム上混雑の緩和
ベンチの移設 〇 9% ホーム上混雑の緩和
車両 多扉車両 〇 〇 18% 〇 乗降人数の分散
ワイドドア車両 〇 〇 18% ◎
幅広車両 〇 〇 〇 27% 〇 車内面積を増やし混雑緩和
戸ばさみ検知機能 〇 〇 〇 〇 36% 扉の再開閉防止
長編成化 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55% 〇 車内混雑の緩和
中間車改造 〇 9% 中間車の運転台を撤去し車内面積増
発車合図の工夫 〇 〇 〇 〇 36% 〇 確認時間短縮
ホーム整理員増員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55% 押し込みや乗車抑制
季節で整理員増員 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55%
列車停止位置変更 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% 〇 ホーム上の流動改善
車両運用の工夫 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 73% 高性能車両をピーク時に集中投入
旅客整列方法の工夫 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% 〇 乗降時の交錯を防ぐ
路線 複々線化 〇 〇 〇 〇 36% ◎
部分複々線化 〇 〇 〇 〇 〇 45% 〇 単線路線の駅部複線区間を延伸
連続立体交差(道路施策) 〇 〇 〇 〇 36%
安全側線 〇 〇 18% 〇 待避駅での本線信号現示向上
平面交差解消 〇 〇 〇 〇 36% 〇
曲線改良 〇 〇 〇 27% 〇 制限速度の緩和
分岐 分岐器改良 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% 〇 制限速度の緩和
信号 ATSから改良 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55%
終端部改良 〇 〇 18% 〇 制限速度の緩和
信号現示見直し 〇 〇 18% 〇
定位置停止装置(TASC) 〇 〇 〇 27% 停車時の速度制御の自動化
閉そく割の分割 〇 〇 〇 〇 36% ◎
駅間最高速度の見直し 〇 〇 18% 〇
ATO化 〇 9%
車両 高速域の加速力向上 〇 〇 〇 〇 36% ◎
低速域の加速力向上 〇 〇 18% ◎
先頭M台車 〇 9% 分岐通過時の切替時間短縮
踏切 降下タイミング変更 〇 〇 18%
運転方法の工夫 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55% △ 先行列車に近づける
技術の向上 〇 〇 〇 〇 36% 運転技術の統一化も含む
途中駅どまりの列車削減 〇 9% △ 折返線への分岐転換時間短縮
優等列車の格下げ 〇 9% △ 需要の分散
ダイヤを寝かす 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 64% △ ダイヤ上の余裕時間を増やす
待避パターンの変更 〇 〇 〇 27% △ 優等列車の混雑集中を防ぐ
秒単位での発車時刻調整 〇 〇 〇 27% ◎
通過待ち列車に余裕時間を付与 〇 9% △ 待避駅で遅延を吸収
最混雑時間帯の列車本数削減 〇 9% △
停車時間を短めにしたダイヤ設計 〇 9% △ 停車時間の遅延を走行時間で吸収
オフピーク利用の推進 〇 〇 〇 〇 〇 〇 55% ◎
オフピーク時に優等列車増発 〇 〇 〇 27% △




















































































































































Rule2: 停車駅までの距離 Dsta，列車減速度 adcc(km/h/s)，空走時間から制限速度 Vsta(km/h)を
決定する．ここで空走時間とは列車減速操作から実際にブレーキが作動するまでの時
間を指し，この間は列車は初速で惰行させる．この空走時間は 4秒を与える．









溝の口 二子玉川 三軒茶屋 渋谷 永田町 清澄白河 1日あたり 1人・1日あたり
移動閉そくシステム -77% -37% -49% -64% -63% -59% 9,780,803 45.1
ワイドドア車両 -18% -19% -33% -41% -32% -30% 5,045,308 23.2
渋谷駅2面3線化 +9% -1% -4% -44% +1% +1% 1,723,606 7.9
加速性能の向上 -12% -8% -11% -6% -5% -5% 572,984 2.6
分単位での発車時刻調整 -59% -22% -17% -7% -4% -3% -647,241 -3.0
階段の増設 +4% -1% -11% -8% -6% -4% 1,060,624 4.9
TDM 始業時刻の分散 +6% -2% +3% +3% +3% +3% 2,963,291 13.7
上記7案の複合案 -201% -107% -109% -116% -97% -93% 11,184,856 51.5
移動閉そく+ワイドドア -95% -51% -67% -82% -78% -76% 12,490,806 57.6
移動閉そく+2面3線 -77% -43% -56% -90% -72% -67% 12,201,595 56.2
移動閉そく+加速性能 -97% -49% -60% -68% -66% -63% 10,175,443 46.9
TSM+TDM ワイドドア+2面3線 -17% -25% -40% -79% -41% -38% 7,890,014 36.4
ワイドドア+階段増設 -9% -11% -33% -45% -38% -35% 5,933,841 27.3
階段増設+2面3線 +11% +5% -5% -45% +1% +2% 1,933,243 8.9
移動閉そく+ワイドドア+2面3線 -92% -53% -69% -97% -82% -79% 13,570,402 62.5
移動閉そく+ワイドドア+加速性能 -109% -62% -74% -88% -82% -80% 13,128,511 60.5







V2tra = 7200adcc(Dsta −
1
900
V0 − 0.1) (6.3)
































































































































































いて試算する．具体的には地域 iの始業時刻 tに対し混雑税Citを課す．混雑税は式 4.9の利
97
得関数式から混雑税分を差し引くことで表現する．
πit = αKiLit + βIit − γCit　 (6.4)
ここで，γはパラメータである．混雑税の額は対象となる時間帯に始業する労働者数Witで
増加させる．したがって式 6.4は式に置き換えられる．
πit = αKiLit + βIit − γ′Wit　 (6.5)
ケーススタディで混雑税を課す地域は，都心 3区 (千代田区・中央区・港区)と副都心 3区
(新宿区・渋谷区・文京区)の 6区を対象 8:30始業と 9:00始業の通勤者に対して課金をする．
パラメータ αおよび βは表 4.2の値を使い γの値は 0.5とした．混雑税導入前後の始業時刻
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